
所 管 課 名

件 名

契 約 内 容

契 約 期 間

契 約 締 結 日

契 約 相 手 方

○ 第１号

第２号

第３号

第５号

第６号

第７号

第８号

第９号

随意契約の理由
及 び
業者選定の理由

その他特記事項

※　本件についてのお問い合わせ先

令和２年４月１日

随意契約に関する調書（公表）

経営部　情報政策課

RPAシステム保守業務

ＲＰＡソフトウェアのバージョンアップおよびリビジョンアップ作業
技術および運用等の問い合わせ対応
他市ＲＰＡ事例等の技術情報の提供

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

日本電気株式会社　東海支社

契 約 金 額

380,160円

根 拠 規 定

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

少額随契（１人による見積りとなった場合（契約規則第２４条の３第１
項第1号及び第２号の規定による場合を除く））

契約の性質又は目的が競争入札に適さないとき。

障害者支援施設等により製作された物品の買い入れ、又は役務の提供を
受ける契約をするとき。

緊急の必要により競争入札に付すことができないとき。

経営部　情報政策課

競争入札に付すことが不利と認められるとき。

時価に比して著しく有利な価格で契約できる見込みがあるとき。

競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がい
ないとき。

落札者が契約を締結しないとき。

このシステムはパッケージシステムで構築されたものであるため、メンテナンス等を行う
ことができるのは構築事業者に限られ、その性質及び目的が競争入札に適さないことか
ら、システム構築事業者と随意契約の方法による契約を締結するもの。



所 管 課 名

件 名

契 約 内 容

契 約 期 間

契 約 締 結 日

契 約 相 手 方

第１号

◯ 第２号

第３号

第５号

第６号

第７号

第８号

第９号

随意契約の理由
及 び
業者選定の理由

その他特記事項

※　本件についてのお問い合わせ先

令和２年４月１日

随意契約に関する調書（公表）

経営部　情報政策課

基幹系情報処理システム保守業務

基幹系情報処理システムのソフトウェアの保守に係る業務
ソフトウェアの不具合対応、制度改正対応　等
業務運用における主要イベントの事前確認、障害対応、問い合わせ対応、中間標準レイア
ウトデータ抽出　等

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

日本電気株式会社　東海支社

契 約 金 額

46,939,200円

根 拠 規 定

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

少額随契（１人による見積りとなった場合（契約規則第２４条の３第１
項第1号及び第２号の規定による場合を除く））

契約の性質又は目的が競争入札に適さないとき。

障害者支援施設等により製作された物品の買い入れ、又は役務の提供を
受ける契約をするとき。

緊急の必要により競争入札に付すことができないとき。

経営部　情報政策課

競争入札に付すことが不利と認められるとき。

時価に比して著しく有利な価格で契約できる見込みがあるとき。

競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がい
ないとき。

落札者が契約を締結しないとき。

本システムはパッケージシステムであり、その内容は公開されておらず、メンテナンスや
プログラムの修正を行うことは当市のシステム導入作業を行った事業者に限られるため、
当該契約の性質が競争入札に適さないことから、システム導入事業者と随意契約の方法に
よる契約を締結するもの。



所 管 課 名

件 名

契 約 内 容

契 約 期 間

契 約 締 結 日

契 約 相 手 方

第１号

◯ 第２号

第３号

第５号

第６号

第７号

第８号

第９号

随意契約の理由
及 び
業者選定の理由

その他特記事項

※　本件についてのお問い合わせ先

令和２年４月１日

随意契約に関する調書（公表）

経営部　情報政策課

財務会計システムソフト保守業務

財務会計システム及び公会計システムの維持、管理、運用支援に係る業務
財務会計システム及び公会計システムの修正プログラム適用対応
システムトラブル時の復旧、問い合わせ対応等の運用支援

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

株式会社三重電子計算センター

契 約 金 額

2,884,200円

根 拠 規 定

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

少額随契（１人による見積りとなった場合（契約規則第２４条の３第１
項第1号及び第２号の規定による場合を除く））

契約の性質又は目的が競争入札に適さないとき。

障害者支援施設等により製作された物品の買い入れ、又は役務の提供を
受ける契約をするとき。

緊急の必要により競争入札に付すことができないとき。

経営部　情報政策課

競争入札に付すことが不利と認められるとき。

時価に比して著しく有利な価格で契約できる見込みがあるとき。

競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がい
ないとき。

落札者が契約を締結しないとき。

　本システムはパッケージシステムであり、その内容は公開されておらず、プログラムの
不具合を修正するために提供される緊急・定期的な修正プログラムを取得し、適用するこ
とやメンテナンス等を行うことは導入を行った事業者に限られるため、その性質及び目的
が競争入札に適さないことから、システム導入事業者と随意契約の方法による契約を締結
するもの。



所 管 課 名

件 名

契 約 内 容

契 約 期 間

契 約 締 結 日

契 約 相 手 方

第１号

◯ 第２号

第３号

第５号

第６号

第７号

第８号

第９号

随意契約の理由
及 び
業者選定の理由

その他特記事項

※　本件についてのお問い合わせ先

令和２年４月１日

随意契約に関する調書（公表）

経営部　情報政策課

住民基本台帳ネットワークシステム保守業務

住民基本台帳ネットワークシステムの保守作業に関する業務
ＣＳ業務アプリケーションのオーバーライト適用作業、住民基本台帳ネットワークシステ
ムの障害対応支援

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

日本電気株式会社　東海支社

契 約 金 額

1,821,600円

根 拠 規 定

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

少額随契（１人による見積りとなった場合（契約規則第２４条の３第１
項第1号及び第２号の規定による場合を除く））

契約の性質又は目的が競争入札に適さないとき。

障害者支援施設等により製作された物品の買い入れ、又は役務の提供を
受ける契約をするとき。

緊急の必要により競争入札に付すことができないとき。

経営部　情報政策課

競争入札に付すことが不利と認められるとき。

時価に比して著しく有利な価格で契約できる見込みがあるとき。

競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がい
ないとき。

落札者が契約を締結しないとき。

本システムは既存のパッケージシステムである住民記録システム及び戸籍システムと連携
を行なっており、安定稼働のための保守を行うことができるのは既存住民記録システムの
構築事業者に限られるため、当該契約の性質が競争入札に適さないことから、システム導
入事業者と随意契約の方法による契約を締結するもの。



所 管 課 名

件 名

契 約 内 容

契 約 期 間

契 約 締 結 日

契 約 相 手 方

第１号

◯ 第２号

第３号

第５号

第６号

第７号

第８号

第９号

随意契約の理由
及 び
業者選定の理由

その他特記事項

※　本件についてのお問い合わせ先

令和２年４月１日

随意契約に関する調書（公表）

情報管理課

情報システムアドバイザー業務

・自治体クラウド導入計画策定支援
・近隣自治体との情報システム共同化検討支援
・現行の情報システムの維持管理契約の精査支援
・独自改修箇所の洗い出しに係る支援
・マイナンバー等最新動向に係る職員講演会や情報セキュリティ研修の開催
など

令和２年４月１日から令和３年３月２６日

株式会社行政ＩＴ研究所

契 約 金 額

２，３７６，０００円

根 拠 規 定

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

少額随契（１人による見積りとなった場合（契約規則第２４条の３第１
項第1号及び第２号の規定による場合を除く））

契約の性質又は目的が競争入札に適さないとき。

障害者支援施設等により製作された物品の買い入れ、又は役務の提供を
受ける契約をするとき。

緊急の必要により競争入札に付すことができないとき。

情報管理課

競争入札に付すことが不利と認められるとき。

時価に比して著しく有利な価格で契約できる見込みがあるとき。

競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がい
ないとき。

落札者が契約を締結しないとき。

　本業務は、当市及び近隣自治体における情報システムの現状をふまえ、クラウド導入及
びシステムの共同利用推進など情報化施策全般の支援を委託するものです。したがって、
本業務を受託する業者は、様々な基幹系情報システムに関する知識、総務省のクラウド化
に関する動向、先進自治体におけるクラウド導入支援、共同利用推進の事例、マイナン
バーの利活用、システム障害時の対応、セキュリティの強化など、幅広い見識と経験を保
有し、さらには多数のベンダーの情報に精通した事業者に限られます。その性質及び目的
が競争入札に適さないことから、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定に
より随意契約とするものです。
　本業務の選定事業者は、総務省が定める地域情報化アドバイザーに認定されておりま
す。令和２年度は、自治体クラウド導入計画の策定、システムベンダーへの情報提供依
頼、及び近隣自治体の意向調査などを計画的に進める必要があり、選定事業者の支援は必
須と考えています。



所 管 課 名

件 名

契 約 内 容

契 約 期 間

契 約 締 結 日

契 約 相 手 方

○ 第１号

第２号

第３号

第５号

第６号

第７号

第８号

第９号

随意契約の理由
及 び
業者選定の理由

その他特記事項

※　本件についてのお問い合わせ先

令和２年４月１日

随意契約に関する調書（公表）

経営部　情報政策課

全国町字ファイル保守業務

全国の町・字情報の異動内容を毎月更新し、最新の状態に維持管理する業務
最新の全国町・字ファイルのデータ提供

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

地方公共団体情報システム機構

契 約 金 額

143,000円

根 拠 規 定

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

少額随契（１人による見積りとなった場合（契約規則第２４条の３第１
項第1号及び第２号の規定による場合を除く））

契約の性質又は目的が競争入札に適さないとき。

障害者支援施設等により製作された物品の買い入れ、又は役務の提供を
受ける契約をするとき。

緊急の必要により競争入札に付すことができないとき。

経営部　情報政策課

競争入札に付すことが不利と認められるとき。

時価に比して著しく有利な価格で契約できる見込みがあるとき。

競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がい
ないとき。

落札者が契約を締結しないとき。

町・字情報の保守並びにデータ提供を全国規模で行っているところがほかにはなく、各地
方公共団体相互のデータ提供により維持管理されていることから、その性質及び目的が競
争入札に適さないため、随意契約を締結するもの。



所 管 課 名

件 名

契 約 内 容

契 約 期 間

契 約 締 結 日

契 約 相 手 方

第１号

◯ 第２号

第３号

第５号

第６号

第７号

第８号

第９号

随意契約の理由
及 び
業者選定の理由

その他特記事項

※　本件についてのお問い合わせ先

令和２年４月１日

随意契約に関する調書（公表）

経営部　情報政策課

統合型ＧＩＳ等システム保守業務

統合型ＧＩＳ等システムに係る地図データ更新、教育・研修、運営支援、機能拡張作業、
障害・緊急対応等に係る業務

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

日本電気株式会社　東海支社

契 約 金 額

3,473,250円

根 拠 規 定

地方自治法施行令第１６７条の２第１項

少額随契（１人による見積りとなった場合（契約規則第２４条の３第１
項第1号及び第２号の規定による場合を除く））

契約の性質又は目的が競争入札に適さないとき。

障害者支援施設等により製作された物品の買い入れ、又は役務の提供を
受ける契約をするとき。

緊急の必要により競争入札に付すことができないとき。

経営部　情報政策課

競争入札に付すことが不利と認められるとき。

時価に比して著しく有利な価格で契約できる見込みがあるとき。

競争入札に付し入札者がいないとき、又は再度の入札に付し落札者がい
ないとき。

落札者が契約を締結しないとき。

本システムはパッケージシステムであり、その内容は公開されておらず、メンテナンスや
プログラムの修正を行うことは当市のシステム導入作業を行った事業者に限られるため、
当該契約の性質が競争入札に適さないことから、システム導入事業者と随意契約の方法に
よる契約を締結するもの。


